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研究成果の概要（和文）：生涯学習社会の主役は自律的な生涯学習者である。ICTの進展は、その学習過程を最適化す
る可能性を開いた。一方その実現には、膨大なコンテンツと教育情報の蓄積と共有が必要である。本研究では、これま
で構築した国際的な学習コンテンツ共有再利用の枠組みを21世紀のグローバル生涯学習社会に位置づけ、個別学習最適
化の実現を図った。５つの研究グループを設け、最適なコンテンツを発見利用できる高度な検索法、学習コンテンツ配
信流通サービスの質保証、MOOC等の無償／有償コンテンツ流通システム、多言語多文化を尊重した地域対応化を明らか
にし、グローバル生涯学習コミュニティにおいて個別学習最適化が成立する条件を整理した。

研究成果の概要（英文）：The main players in the lifelong learning society are autonomous lifelong learners
. The progress of ICTs enables them to learn in more appropriate and comfortable space and method. In orde
r to realize them, we need the mass of educational content and information and the framework to share them
 among us. In the research, we reallocated our framework of international sharing and reuse of learning co
ntent into global lifelong learning society in the 21st Century and studied the factors toward the optimiz
ation of personal learning. We launched five research groups, that is, 1) advanced search strategies to fi
nd and retrieve the optimal content, 2) quality assured services for learning content delivery and distrib
ution, 3) the common distribution platform for open and proprietary content (incl. MOOC), and 4) localizat
ion based on multilingualism and pluralism and analyzed several factors to influence 5) the optimization o
f individual learning processes in global lifelong learning community.
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１．研究開始当初の背景 
本研究の社会文化的背景 
 さまざまな学校レベルの教育改革や授業
改善において、情報通信技術（ICT）を活用
するという方略はすでに、先進国のみならず
発展途上国においても広く採用された。その
一方で、高品質の「ICT 活用教育」（広義の
e-Learning 、 Technology-Enhanced 
Learning と同義）を実現するには人的財政
的資源を必要とし、その両者が trade-off の
関係にあること、特に発展途上国においては
こうした方略を持続的に発展させるのは困
難であることも明らかとなった。こうしたな
かで、「公開教育資源（Open Educational 
Resources（OER））」運動など、学習コンテ
ンツやソフトウエアを共有再利用するため
のコンソーシアムを結成し、情報システムや
コミュニティを連携させる動きも活発化し
た。研究代表者が創設以来推進してきた
GLOBE（Global Learning Object Brokered 
Exchange）や、関与してきた OCWC（Open 
CourseWare Consortium）はその例である。 
 本研究を開始した平成 23年（2011年）当
時、学習コンテンツ共有再利用の枠組は、コ
ンテンツやソフトウエアを機関リポジトリ
（「貯蔵庫」）に蓄積公開し、機関横断的な検
索を実現する仕組みを構築することを目標
にした黎明期（第 1世代）を終え、利用者の
利便を考えた付加価値サービスを実現する
発展期（第 2世代）に移行していた。こうし
た付加価値サービスを実現するものとして、
文脈や学習情報に応じた検索、コンテンツや
教育情報の質保証、無償／有償コンテンツ共
通の検索プラットフォームと著作権処理シ
ステム、多言語多文化化に対応した
localization、利用者コミュニティの形成支援
があり、これまでの科研の成果としても、学
習者の視点にたったサービスが一部実用化
されるに至っていた。 
 また、これまで先進国を中心に展開されて
きた生涯学習（Lifelong Learning）は、高齢
化社会における中高齢学習者の拡大やグロ
ーバル情報化社会・知識基盤型社会における
新たなキャリア教育の必要性などから、その
方法と内容が変化しつつあり、ICTの本格的
な利用が検討されていた。生涯学習では、学
校教育以上に、学習者が多様なため、そのニ
ーズ・目標・特性にあわせた教育方法と内容
の整備が必要で、高品質の学習コンテンツや
ソフトウエアの共有再利用が不可欠となる。
一方、公開大学など既存の生涯学習機関や社
会教育機関などでは、社会の状況とニーズの
変化に対応できていない点も少なくなく、コ
ンテンツ共有再利用や学習者支援などに関
し、生涯学習における ICT利用をどう普及さ
せていくかが喫緊の課題となっていた（例、
アジア欧州会議（ASEM）生涯学習ハブネッ
トワークにおける国際共同研究など、2009
年）。くわえて、OER運動への関与では見る
べきものがなかったアジアの公開大学でも、

公開性（openness）やその社会的役割につい
ての見直しのなかで「ICT活用教育」の効用
が検討され、グローバル生涯学習社会に向け
てその国際連携が始まりつつあった（アジア
公開大学連合年次大会 2010、プレカンファ
レス・セッション）。 
本研究の学術的背景 
 近年の教育改革のなかで、教員や教育機関
は特色ある教育を提供し効果的で独創性の
ある実践を行うことが求められる。また、生
涯学習において求められるのは、学習者特性
や学習環境に配慮した文脈性の高い学習で
あり personalization に対応したものである。
こうした学習コンテンツの開発には少なか
らぬ人的財政的資源を必要とし、「ICT 活用
教育」を推進する上で律速要因の 1 つとなる。
そこで、共用可能なコンテンツについては共
有流通させ、独創性の高い部分に資源を集中
するという方略 (「学習オブジェクト 
Learning Object」）が生まれた。 
 国際的にみると、先進国にデジタル教育資
源の蓄積が進み、発展途上国との格差が拡大
した。このためコンテンツの国際的な移動を
促進する方策が必要で、UNESCO や OECD 
等の国際機関では、「公開教育資源（Open 
Educational Resources, OER）」として流通
させる運動を推進している(OECD 報告書、
ISBN: 9789264031746)。一方、電子出版も
軌道に乗り始め、有償学習コンテンツの流通
システムも出現しつつある (例、米国の
Digital Marketplace Initiative)。 
本研究のメンバーは数年来、科学研究費補
助金等の助成金を活用し、大学等の機関レベ
ル、国レベル、グローバルレベルでどのよう
な問題があり、どのような解決策が可能かを
研究してきた。学習コンテンツ流通再利用の
成熟期（第 3期）で不可欠な要素技術とそれ
を実現するためにビジネス（運用）モデルを
検討し、実際にコンテンツリポジトリやメタ
データレファラトリ、教育情報ゲートウエイ
（NIME-glad など）を運用し、必要なツー
ルやコンテンツを開発した。さらに、
e-Learning やリポジトリ間の連携に関する
国際標準化活動（ IMS-Global Learning 
Consortium, ISO, ADL-CORDRA, など）に
参加するとともに、国際連携コンソーシアム
（GLOBE や OCWC など）を結成し、持続
可能な開発流通モデルを検討し、学術的な知
見を実際の運用システムに導入するプロジ
ェクトを主宰した。こうしたプロジェクトで
は学術研究が実施され、成果についてはすで
に公開された。 
２．研究の目的 
 ICTの利用によって生涯学習のあり方が進
化し、自律的な学習者において個別の状況に
応じた学習（”Personalized Learning”、あ
るいは「学習過程の最適化」、社会的文脈に
おける学習を含む）が実現する。これからの
生涯学習社会における学習コンテンツ利用
とは、言語、文化、学習到達度、興味関心、



利用環境など学習者の状態に応じて、最適な
学習コンテンツ（部品としての「学習オブジ
ェクト」）が世界中のリポジトリから横断検
索され、必要に応じて権利処理され、利用者
の文脈に最も適切な形式で再構成されると
いうものである。そのためには、利用者が
一々意識して処理しなくてもいいような、
invisibleで seamlessな統合的支援システム
が不可欠となる。本研究課題では、学校レベ
ルをこえた生涯学習コミュニティという観
点から、これまでの研究成果やその社会的還
元の実績をふまえ、特に国際的視座から、成
熟期（第 3世代）の学習コンテンツ共有再利
用サービスに必要な技術的ビジネス的要件
を明らかにし、プロトタイプシステムを開発
するとともに、自律的生涯学習者およびその
コミュニティ支援の方略を明らかにするこ
ととした。 
３．研究の方法 
 前項にあげた5つの研究目標を達成するた
め、５つのサブグループ、すなわち、｢最適
なコンテンツを発見利用できる高度な検索
法（以降、略称名：高度検索）｣研究グルー
プ、「学習コンテンツ配信流通サービスの質
保証（同：質保証）」研究グループ、「無償／
有償コンテンツ流通システム（同：高度コン
テンツ流通）」研究グループ、「多言語多文化
を尊重した地域対応化（同：地域対応化）」
研究グループ、「生涯学習のためのグローバ
ルコミュニティ（同：グローバル生涯学習社
会）」研究グループを設け、海外研究者の参
加を求めた研究体制を組織した。 
４．研究成果 
平成 23（2011）年度 
本研究課題では、21 世紀のグローバル生
涯学習社会で必要な、自律学習の多様化・最
適化を実現するシステム、膨大なコンテンツ
と教育情報の蓄積と共有の方略、グローバル
生涯学習コミュニティの特性を明らかにす
るため、５つのサブグループ（SG）に分かれ
研究を進めた。23 年度は初年度にあたり、各
研究グループとも、各国における先行研究・
事例の収集、各国におけるニーズ調査、国際
標準化の最新動向調査、プロトタイプシステ
ム・コンテンツの設計（サブグループによる）
を実施した。また、海外共同研究者も参加し
た公開研究会を所属機関、関係団体と共催で
実施した。 
【最適なコンテンツを発見利用できる高度
な検索法 SG】 
GLOBE や AAOU 加盟機関など、海外の公開大
学や生涯学習機関を中心に、各国における先
行研究・事例を、インターネット・訪問調査
により収集分析した。 
【学習コンテンツ配信流通サービスの質保
証と標準化 SG】  
同様に先行研究・事例を収集分析した。
IMS-GLC など国際標準化団体に加え、CHEA な
ど高等教育機関認証団体における最新動向
についても調査を進めた。 

【無償／有償コンテンツ流通システム SG】 
電子出版とコンテンツ流通に関し、先行研
究・事例、国際標準化の最新動向を分析した。
また国立情報学研究所のメタデータ蓄積シ
ステムとの間で、メタデータ再利用の予備的
検討を行った。 
【多言語多文化を尊重した地域対応化 SG】 
モデル領域として国際ボランティア学を
選定し、国際ボランティア学会の協力を得て、
素材型コンテンツを収集、メタデータ項目の
検討を行い、学習コンテンツの地域対応化と
国際共同開発の要件と、その多文化対応支援
サブシステムの仕様を検討した。 
【グローバル生涯学習社会研究 SG】 
公開大学や生涯学習機関を中心に、各国に
おける先行研究・事例を調査した。 
平成 24（2012）年度 
 本年度はサブグループ（SG）ごとの目標を
深化させることにしていたが、2012 年度、国
外で MOOC（Massive Open Online Course、大
規模公開オンラインコース）が急成長した。
これが、大規模なスケールで高品質な教育を
（画一的に）実現するということであり、本
研 究 課 題 が め ざ し た 方 向 性
（Personalization を実現するための、学習
オブジェクトとその結合原理の解明）と異な
ったため、若干の変更が必要となった。 
【最適なコンテンツを発見利用できる高度
な検索法 SG】 
 品質において MOOC が圧倒的な優位性を示
すものになれば、検索システムの在り方も変
わる。多様な生涯学習者に応じ最適コンテン
ツを構成するための素材・学習オブジェクト
を発見利用できるという観点も加え、メタデ
ータの構成や検索システムを目的に設計を
開始した。 
【学習コンテンツ配信流通サービスの質保
証と標準化 SG】 
 e ラーニングにおける多様な学習形態を
統合的に支援し、機能拡張性とシステムの相
互運用性を両立可能な学習支援システム構
成法を検討した。個人学習記録基盤構築の前
提となる、個人情報保護ポリシー：プライバ
シーポリシーの収集を行った。 
【無償／有償コンテンツ流通システム SG】  
国内の電子出版や学習コンテンツ流通の
動向を視野に入れ、電子ブックと LMS を同時
に活用する流通システムについて調査した。
一般的LMSのリポジトリと機関リポジトリと
の相互運用性やLOM以外のデータモデルを採
用しているリポジトリとの連携方法を調査
し、NII のメタデータ蓄積システムとメタデ
ータを共有するシステムの開発に着手した。 
【多言語多文化を尊重した地域対応化 SG】  
モデル領域として国際ボランティア学を
選び、構築した試験リポジトリを使用して、
学習コンテンツおよびメタデータの蓄積を
進めた。 
【生涯学習のためのグローバルコミュニテ
ィ SG】 



 国際的な学習者コミュニティを有する機
関との共同プロジェクトを検討するため、
OER Asia等と協力について意見交換を進めた。 
平成 25（2013）年度 
 最終年度にあたり、サブグループの研究成
果を総合した。成果の 1 つは、LOM メタデー
タリポジトリ（「GLOBE Referatory」と命名）
をクラウド上に NII-WEKO データベースによ
り構築するとともに、多言語化（日本語＋英
語、中国語簡体字・繁体字、マレー語、ベト
ナム語、インドネシア語、タガログ語）し、
アジアの大学コンソーシアムで利用可能に
した。２つは、日本発の MOOC プラットフォ
ームとして、マルチメディア電子教科書のフ
ェースをもった、複数の API を活用した
Mashup 型の MOC（Massive Online Course）
プラットフォームの可能性を検討し、放送大
学 MOOC プラットフォームに反映した。 
 そのほかの成果として 
・国際ボランティア学の分野を選択し、LOM
の Educational 項目を検討、カリキュラムに
対応した記述ができるように変更したうえ
でメタデータを持続的に蓄積できる枠組み
を構築した。 
・今後 e ラーニングの質向上は、多様な学習
者と学習過程への対応、Personalization の
実現なくしてはありえないという観点から、
標準化された素材・教材の蓄積と共有再利用
の、いわばボトムアップ的な枠組みを検討し
た。マッシュアップを容易にするための API
の流通も反映させ、柔軟にカスタマイズでき
適応可能な機能拡張性とシステムの相互運
用性を両立可能な学習支援システム構成法
を検討した。 
・学習コンテンツプラットフォームと機関リ
ポジトリとの相互運用機能について研究開
発を実施し、電子出版と e-Learning ツール
の融合を実現するEDUPUB標準化活動に参加、
マルチメディア型電子教科書を学習者プラ
ットフォームにする新たなパッケージの在
り方を、JMOOC 教材に反映させた。 
・OER Asia プロジェクトなど、国際的学習者
コミュニティを有する機関と、地域対応化も
含めた国際調査を実施し、成果は AAOU の Web
セミナー等で共有された。 
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